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□研究論文

ICFを 用いた要介護高齢者の生活機能の評価

-「活動と参加」領域に着目して-

能登 真 一*1田 中 浩 二*2泉 良太*1上 村 隆元*3

要旨:ICFの 「活動 と参加」の評価 を通 して,要 介護高齢者における生活機能低下

の全体像を把握することを目的に調査 を実施 した.要 介護高齢者672名 を対象に,

ICFの 「活動 と参加」の第2レ ベル73項 目について,「 実行状況」と 「能力」の両

面か ら評価点を評価 し,Item　 Indexと してそれぞれの困難度を求めた.「活動 と参加」

における領域 ごとの比較では第5領 域 「セルフケア」のItem　 Indexが 最 も低 くな り,

「実行状況」で37.7,「 能力」で34.4と なった.逆 に高 くなったのは第6領 域 「家庭

生活」であ り,そ れぞれ89.6,77.7と な った.本 研究の結果は要介護高齢者の生活

機能低下の現状と評価手段 としてのICF活 用の可能性を示すものである.
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は じ め に

2000年 に施行された介護保険の総費用は毎

年増加 し続け,2008年 度 にはついに7兆 円を

突破 した1）.受給者につ いて も2009年 度には

その数が470万 人 を超 え,受 給者1人 当た り

2010年9月2日 受 付,2011年8月4日 受 理
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費用は157千 円となっている2}.今 後,わ が国

の全人口 に占め る高齢者 の割合 が2007年 の

21.5%か ら2023年 には30%台 に達すると予測

されている3)ことか ら,要 介護高齢者 も今まで

以上に増加すると考えられ,要 介護状態の改善

はもとより要介護状態になるのを防 ぐ対策が喫

緊に求められている.
一方,要 介護高齢者の生活機能の評価 につい

ては介 護保 険での要介護 度判定が優 れて い

る4，5)が,日常生活活動(以 下,ADL)や 手段

的ADL(lnstrumentalADL;以 下,IADL)

の把握については職種間で十分なデータの共有

がなされていない.こ れは看護職や介護職が介

護の度合いを基に対象者を評価するのに対 して,

作業療法士をは じめ とした リハ ビリテーション

関連職では対象者の能力や実行状況をもとに評

価 を実施するか らである.そ こで,こ のような

職種間でのデータ共有の手がか りとして期待 さ
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れているのが,2001年 に世界保健機関(World

Health　Organization:WHO)が 採 択 した 国

際生活機能分類(International　 Classification

of　Functioning,Disabilityand　 Health;以 下,

ICF)6）である.こ れはそれまでの国際障害分類

{lnternational　Classification　of　Impairment,

Disability　and　Handicap:ICIDH)の 改 訂版

として導入されたものであり,一 定の評価はな

されている7，8）が十分に活用 されているとは言

えない.こ れはICFの 項 目が多岐にわたって

いるために作業が煩雑になるということが一つ

の大 きな要因 となっている.

このICFの 活用 に 関 して,海 外 で はcore

setと 呼ばれる,疾 患ごとに評価項 目を減 らし

た上で利便性を高めようとする評価方法の報告

が散見される9～11).本邦でもICFの 活用を高め

ることは対象者の理解を深めるとともに,職 種

間の連携にもつながるものと考えられる.

以上のような背景の もと,本 研究では要介護

高齢者 を対象 にICFの 構 成要素の一つである

「活動 と参加」の各項 目を評価することで,高

齢者の生活機能低下の全体像を把握 し,実 行状

況と能力の差 を比較す ること,さ らには評価

ツール としてのICFの 有用性 を検討すること

を目的として調査を実施 した.

方 法

研究方法は様々なバイアスを除去するために

有用とされる多施設共同の横断的調査研究 とし

た.対 象施設は全国の7府 県(神 奈川県,茨 城

県,福 島県,静 岡県,長 野県,大 阪府,新 潟県)

にある19の 介護保険施設 となった.対 象者は

それ らの施設で何 らかの リハ ビリテーシ ョン

サービスを受けている要介護高齢者 とした.調

査はそれぞれの施設に勤める作業療法士 もしく

は理学療法士に対 し調査票を配布する方法で実

施 した.対 象者の選定に当たっては施設間 の偏

りが生 じないよう,事 前に1施 設あたりの上限

数を伝えた上で療法士が協力の得 られる利用者

を任意抽出する方法で行った.調 査では対象者

の基本属性(年 齢,性 別,家 族構成など)と と

もに,ICFの 「活動 と参加」の第2レ ベル73

項目について,以 下に示す ような評価点をもと

に評価 した.調 査期間は平成19年10月 か ら

平成20年2月 末までの5ヵ 月間とした.

倫理手続きは新潟医療福祉大学倫理委員会の

審査を受け,承 認(承 認番号17062)を 得た.

調査の対象者には研究の趣旨を説明 した上で,

署名により同意を得た.何 らかの理由により,

署名が不可能な対象者については,家 族に同様

の手続 きを取った.

1.ICFの 構成

ICFに は大 きく分けて 「生活機能 と障害」,

「背景因子」という2つ の部門があ り,前 者は

「心身機能と身体構造」,「活動 と参加」,後 者は

「環境因子⊥ 「個人因子」 とい うそれぞれ2つ

ずつの構成要素か らなっている.「活動 と参加」

については,第1領 域である 「学習と知識の応

用」か ら,「一般的な課題 と要求」,「コミュニ

ケー ション」,「運動 ・移動」,「セ ルフケア」,

「家庭生活」,「対人関係」,「主要な生活領域」,

「コ ミュニティライフ ・社会生活 ・市民生活」

までの9領 域か ら構成 されている.さ らに,そ

れぞれの領域には第2レ ベルと呼ばれる,数 字

3ケ タのコー ドが付 され,こ のレベルでの評価

は調査や臨床効果のために用いることができる

とされている6).

2.ICF「 活動 と参加」の評価点

ICFの 各項 目に付 されたコー ドに関しては,

健康のレベルの大 きさを示す評価点があっては

じめて完全なものになるとされている.こ の評

価点は表1に 示す ように,「0:困 難なし」,「1:

軽度の困難」,「2:中 等度の困難」,「3:重 度の

困難」,「4:完 全な困難」の5つ の レベルとさ

らに 「8:詳 細不明」と 「9:非 該当」を加えた

合計7つ の レベルか ら構 成され てい る.0～4

の困難度にはそれぞれ困難の程度を%表 示で示

されているが,今 回はそれに加えて厚生労働

省12）が試案 として公表 している評価点基準のス

キームを添付 した.さ らにそれぞれの項 目には

評価者の理解を促進する目的で,高 橋13）によっ

て作成 されたICFイ ラス ト・ライブラリーか
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らのイラス トを項 目ごとに引用し表示 した.

また,「 活動 と参加」に関 しては,活 動が課

題や行為の個人による遂行 とされているのに対

し,参 加は生活 ・人生場面への関わりと定義さ

れている6).し か しなが ら,各 領域別 に活動と

参加を区別することは困難であるとも付記され

ているため,今 回の調査では活動と参加の区別

は問わない一方,そ れぞれ 「実行状況」と 「能

力」の両面か ら評価 を実施することとした.

加えて,ICF「 活動 と参加」の項 目ごとの相

対 的な位置関係 を示す ため に,田 中 ら14)にな

らってそれぞれの項 目の評価の結果 を0～100

の値で表すItem　 Indexと して示 した.こ れを

用いることにより,評 価点の分布を一つの量 と

してとらえることが可能 となる.Item　 Index

は以下の数式で求めた.

Σo→4(N(i)×i)
x25ItemIndex=
ΣN(i)

i:各 項 目の 得 点(0→4),N(i):各 項 目の該

当者数

なお，Item　 Indexの 計 算 に は,「8:詳 細 不

明」 と 「9:非 該 当」の数 を判 定 不能 と して含

め なか った.

最 終的 に,領 域 ご とに 「実行状況」 と 「能力」

のItem　 Indexの 平 均点 を求 め,そ の差 をWii-

coxonの 順 位和 検定 によって比較 した.

集まった.対 象者の基本属性 と要介護度および

自立 度 を表2に 示 す.対 象者 の平均 年齢 は

80.2歳 で,男 女比は男性が244名(36.3%),

女性が428名(63.7%)で あった.介 護保 険

サー ビスの種類の中では通所 リハの対象者が

252名(37.5%)と 最 も多 くなった.ま た要介

護度 は要介護 度3が177名(26.3%)と 最 も

多 く,次 いで要介護度2の140名(20.8%),

要介 護 度4の123名(18.3%)と な った.日

常生活 自立度ではA1が160名(23.8%),痴

呆性 老人 の 日常 生活 自立 度で は1が139名

(20.7%)と なり,そ れぞれ最 も多 くなった.

結 果

1.対 象者

調査票は19の 介護保険施設か ら672名 分が

2.ICF「 活 動 と参 加」の 各 項 目 のItem

Index

ICF「 活動 と参加」の第2レ ベルの各項 目の

Item　Indexを 判定不能件数 と合わせて表3に

示す.ま ず,第8領 域を中心に 「8:詳 細不明」

と 「9:非 該当」の数を足 した判定不能件数が

多 くなった項 目があった.判 定不能件数が全体

の半数(336名 〉以下の項目の中で比較 した場

合,ItemIndexが 高 くなったのは 「d475運

転や操作⊥ 「d865複 雑な経済的取引」,「d610

住居の入手」 などであった.逆 にItemIndex

が低 くなったのは 「d560飲 む こと」,「d550

食べ るこ と」,「d310話 し言葉の理解」など

であった.

「実 行状況」 と 「能力」の比 較で は,「d560

飲 むこ と」,「d840見 習研修」を除 くすべ て

の項 目で 「実行状況」よ りも 「能力」のItem

Indexが 低 くなった.そ の差が最 も大 きくなっ
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た の は 「d150計 算 の学 習」 の22,5で,次 い

で 「d172計 算 」,「dl70省 く こ と」,「d155

技 能 の習得 」で あった。一 方,差 が小 さかった

の は 「d315非 言 語 的 メ ッセ ー ジ の 理 解」,

「d550食 べ る こと」,「d760家 族 関係」 な ど

であ った.

3.ICF「 活動 と参加」の領域 ご とのItem

Index

ICF「 活 動 と参 加」の 領 域 ご と のltem

Indexの 平均点を 「実行状況」と 「能力」に分

けて表4に 示す.こ こでは判定不能件数が全体

の半数を超えた項目は領域の算定から除外 した.

「実行状況」,「能力」 ともに第6領 域 「家庭生

活」のItemIndexが それぞれ 「実行状況」で

89.6,「 能力」で77.7と な り最 も高 くなった.

次いで高 くなったのは第8領 域 「主要な生活領

域」であ り,そ れぞれ86.0,76.2と なった.

ItemIndexが 最 も低 くなったのは第5領 域 「セ

ルフケア」であ り,「実行状況」で37.7,「 能力」

で34.4で あった.次 いで低 くなったのは,第

7領 域 「対人関係」,第3領 域 「コミュニケー

ション」,第2領 域 「一般的な課題 と要求」で

あった.

「実行状況」と 「能力」の差が最 も大きくなっ

たものは第6領 域 「家庭生活」であ りその差は

11.9と なった.こ れ に第1領 域 「学習 と知識

の応用」の11.1,第8領 域 「主要な生活領域」

の9.8が 続いた.逆 に差が最も小さくなったの

は第7領 域 「対人関係」の2.8で あ り,第5領

域 「セルフケア」も3.3と 小 さくなった.第2

領域 「一般的な課題 と要求」,第8領 域 「主要

な生活領域」,第9領 域 「コミュニティライフ ・

社会生活 ・市民生活」 を除いて,「実行状況」

と 「能力」のItem　 Indexに は有意な差が認め

られた.

考 察

本研究では,ICFの 構 成要素 の一つである

「活動 と参加」の各項 目の評価点を求めること

で,高 齢者の生活機能低下の全体像を把握 し,

さらにICFの 有用性 を検討す ることを目的に
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調査を行った.本 研究の結果か ら,ICFの 「活

動と参加」の項目ごとに評価点を求めることに

よって,各 領域における要介護高齢者の困難度

の程度を大 まかに理解 し,実 行状況 と能力の差

を示すことがで きた.こ れはICFの 項 目と評

価点 を活用す ることに よって,ICF自 体を評

価尺度として活用できる可能性を示す ものであ

るとも言える.
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まず,要 介護高齢者の 「活動と参加」領域に

おける困難度の特徴について考察 してみる.8

つの領域の特徴 を比較すると,第5領 域 「セル

フケア」の困難度が低 く,第6領 域 「家庭生活」

や第8領 域 「主要な生活領域」の困難度が高 く

なった.こ の点 に関 しては,三 浦 ら15)が高齢

者を対象にICFに 則 った調査 をした中で,要

支援状態では運動器に関連 した活動低下がみら

れるのに対して,要 介護状態では社会参加の低

下やIADL・ADLの 低下がみ られると報告 し

ている.本 研究の対象者には要介護状態の対象

者が多かったことか ら,こ の傾向を強 く反映す

る結 果 にな った もの と考 え られ る.と くに

IADLに ついては,Lawtonら16)に よれば買い

物や家事,財 産の取 り扱いなどを指すとされ,

ICFの 「活動 と参加」の中ではまさに第6領

域 「家庭生活」と第8領 域 「主要な生活領域」

に多 く分類 されているものであった.つ まり,

要介護状態では,単 に移動することやセルフケ

ア以上 に生活の中でのIADLと して示 され る

応用動作の困難度が顕著に高 くなるということ

を示 している.ICFを 用いた評価 によ り,要

介護高齢者における生活機能低下の傾向を単に

セルフケアにとどまらない生活全般でとらえる

ことができたと言える.

次に,「実行状況」の困難度が 「能力」の困

難度よりも高 くなった点について考察する.こ

の 「実行状況」と 「能力」の分類に関 しては,

厚生労働省の試案12)の中でもそれらを分けて評

価するとしている.リ ハビリテーションの領域

では,か ねてよ り 「しているADL」 と 「で き

るADL」 に分けたADL評 価が実施 されてお り,

「できる」能力があるに もかかわ らず,実 際に

実行 していないADLが 多い という報告が多数

み られる17～19).リハ ビリテーションの現場で

もその差に着 目して,能 力があればで きるだけ

実行 されるように指導することが一般的となっ

ている.ICFの 評価で もこのような差 がとら

えられたことは,評 価点に基づいた評価に一定

の妥当性があるものと考えられた.領 域 ごとに

みても,第6領 域 「家庭生活」における 「実行

状況」と 「能力」の差は11.9と 最 も大 きくなっ

た一方で,第5領 域 「セルフケア」の差が3.3

と小 さくなったことは興味深い結果であ り,こ

の差に着 目しなが ら家庭生活な どIADLへ の

環境因子 も含めた様々なアプローチを実施でき

る可能性があると示唆 された.

また,評 価点がつけられない判定不能 と判断

された項 目についても触れてお く.こ れは特に

第8領 域の 「主要な生活領域」などで確認され

たが,そ れ以外の領域の項 目にも散見された.

これ らの要因としては,今 回の対象者が高齢者

で あったため,第8領 域 の『教育や仕事』 と

いった項目にはそもそ も該当しなかったこと,

第3領 域 の『公的手話 によるメッセージの理

解 ・表出』や第4領 域の『用具を用いての移動』,
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『交通手段 として動物 に乗 ること』については

現実には該当 しに くい項 目であったためと考え

られた.そ れらの一方,第9領 域の『宗教とス

ピリチュアリテイ』については,対 象者の情報

不足 もしくは宗教観の低い国民性が影響 してい

るものと考えられた.さ らには,今 回の調査に

当たった療法士がICFの すべての項 目の評価

に不慣れであったことや情報不足のために評価

点が求められなかった項 目もあったと考えられ

る.こ れ らのこ とよ り,今 後,ICFを 用 いた

評価を実施していく上では,対 象者や文化の違

いによって該当しない項目があることにも注意

し,海 外で用 い られているよ うなcoresetと

して用いることが効率的で信頼性の高い評価方

法になる可能性があると考えられた.

最後に本研究の限界や問題点について述べる.

まず,ICFの 評価に当た り,各 項 目の示す動

作の範疇が評価者に理解されたか という部分に

疑問が残 る.ICFに は今 回用 いた第2レ ベル

の下にさらなる詳細な分類があるが,今 回は第

2レ ベルでの評価にとどめた.具 体的な動作を

特定するためには詳細 な分類 を用いた評価 をす

べ きでそれが可能であるが,一 方で評価項目が

多 くなりすぎて現実的 とは言 えない.第2レ ベ

ルで大 まかな評価を した上で,必 要な項 目につ

いてのみ詳細な評価 をするのが現実的であると

思われる.今 回は各項目の理解 を促すためにそ

れぞれの項 目の説明文とともにイラス トを活用

したが,こ のイラス トに関しては評価者か らの

評判は良好であった.イ ラス トは特定の動作に

限って示すため評価の視点が狭 まる可能性が考

えられるが,評 価者の理解を促すという点にお

いて利点の方が高いと考えられた.

次の問題点 として,ICFの 評価点基準が明

確ではない点があげられる.困 難の程度をパー

セン ト表示で示 してあるものの,具 体的な動作

が例示されておらず,判 定は評価者の主観に頼

らざるを得なかった.こ のことは,評 価点基準

に基づいた困難度の価値づけが絶対値ではなく,

相対値を示すことに注意が必要である.よ って,

今後の研究で他の関連する尺度 との相関関係を

検討することなどで妥当性 を確認 してい く必要

がある.

また今回の分析では,誌 面の関係で対象者の

性別や要介護度 といった属性 ごとの比較はせず

に全体の傾向を把握することにとどめた.「 活

動 と参加」は生活機能の中で もこれ ら属性 に

よって大 きな違いが生 じる領域であると考えら

れるため,今 後の重要な課題 として残 しておき

たい.

ICFを 最終的に医療 や福祉現場 での共通言

語 として使用する場合には,今 回の研究で評価

者 となった療法士以外の職種でも同じような評

価点が求められるか という評価者間における信

頼性の検討 も必要となって くるであろう.

結 語

要介護高齢者の生活機能低 下の傾向 をICF

の 「活動 と参加」第2レ ベルの評価 を通 して,

その全体像を概略とらえることができた.と く

にIADLに 関連する項 目で困難度が高 くな り,

「能力」よ りも 「実行状況」が低下 していた.

ICFを 評価 の手段 として活用す ることは,医

療福祉職間の共通言語 としての役割を果たすの

はもちろんであるが,対 象者を全人的に理解す

ることに役立つ.海 外で検討 されているように

疾 患や対象 集 団ご とに必要 な項 目を集 めた

coresetを 作成 し役立てていくことが求められ

ている.
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 The purpose of this study was to understand the degree of functioning and disability level in el-

derly requiring care through the evaluation of each domain of "activity and participation" in ICF. 

The study investigated 672 elderly requiring care. In the investigation, regarding the 2nd level of 

73 "activity and participation" domains in the ICF, the elderly were evaluated from "performance" 

and "capacity", and then converted to the Item Index. Subsequently, each item was  evaluated, and 

the degree of difficulty for both performance and capacity was determined. In the comparison of 

both performance and capacity, the Item Index of Chapter 5 "SELF-CARE" was the lowest, while 
"
performance" was  37.  7, and "capacity" was  34.  4. Conversely, the Item Index of Chapter 6 "DO-

MESTIC LIFE" became  higher: it was  89.  6 and  77.  7 respectively. The results indicate the degree 

of both dysfunction and disability of the elderly requiring care, and also demonstrate the possibility 

of the ICF as an assessment tool, 

 Key words: Elderly, ICF, IADL, Activity and participation


